
（様式８）

評価確定日（平成22年　9月30日）

区 分

部 局 課 室 名

班 名

担 当 課 長 名

担 当 者 名

政策コード 11 政 策 名

施策コード 2 施 策 名

指標コード 1 施策目標（指標）名

１．事業の概要

前回評価計画① 最終② 増減②－①

1,578,200 1,596,000 17,800

工事 1,296,805 1,260,417 -36,388

用補 51,083 67,583 16,500

その他 230,312 268,000 37,688

堰堤工、床固工 堰堤工、床固工

　掘削法面及び埋戻し箇所に植生を行った結果、対策完了後に山腹崩壊等の発生は見受けられない。また、堰堤
や床固めに魚道を設置したことにより、魚類の遡上が確認されている。

事業終了後の
問題点及び管
理・利用状況

自然環境の
変化

事業費

経 費
内 訳

事業内容

土砂災害防止施設、河川、海岸の整備

　河川砂防課長　秋元　良三

　主幹（兼）班長　小松　武

堰堤構造の見直しによる設計費の増

　当渓流は、にかほ市象潟町大森地区に位置し、鳥海山を源とする流域で流下する２級河川である。保全対象とし
て集落農地、工場といった地元基幹産業のほか、JR羽越線や一般国道７号などの交通の要衝も対象となってい
る。急流河川で土石流が発生した場合、人的・経済的被害は計り知れない。このようなことから、砂防施設を設置
し、不安定に堆積した土砂や巨石が引き起こす、土砂災害から住民の生命・財産を守る。

総事業費 国庫補助率 5.5/10
前回(H19年) 　H10年　～　　　H20年

終了　　　　 　　H10年　～　　　H20年

白雪川

にかほ市象潟町大森

生活基盤の整備

災害に強い県土づくりと社会資本の長寿命化

Ｈ２２－建－終－０８ ●　国庫補助　　　　　　　○　県単独

火山砂防事業

砂防堰堤工・床固工

　建設交通部　河川砂防課

　（ｔｅｌ）018-860-2519

達成率ｂ／ａ

　指標を設定することができなかった場合の効果の把握方法
　○指標を設定することができなかった理由及び把握方法と成果　　※データの出典含む

県河川砂防課
目標値ａ

実績値ｂ

平成22年　3月

23.8%

23.2%

97.5％ 把握の時期

指標の種類

【費用】

　終了Ｃ②／前回評価Ｃ①＝（　1.01　）

○費用便益

　　　　前回評価Ｂ／Ｃ＝（　1.52　）

　　　　↓

　　　　終了Ｂ／Ｃ＝（　1.27  ）

低減指標の有無

【便益】

土砂災害危険箇所整備率

指標式 概成箇所数／危険箇所数

指標名

前回(H19　　年) 　15.8億円

終了　　　　　 　　　16.0億円

理由

前回(H19年)　　砂防堰堤N=１基、床固工N=４基

終了　　　　　　　砂防堰堤N=１基、床固工N=４基

コスト・効果対比較

○　成果指標　●　業績指標

・堰堤構造の見直しによる設計費の増

費用便益変化の主な要因（前回評価→終了）

○有　　　●無

○最終コスト

公共事業終了箇所評価調書

事業規模

　　砂防堰堤や床固工の整備により、土石流の発生を未然に防止している。

事業コード

事業名

事業種別

路線名等

社会経済
情勢の変化

・地球温暖化等の影響で、１時間に数十ミリ以上の降雨（いわゆるゲリラ豪雨）が多発しており、土砂災害のリスクが
高まっている。　・平成１７年に旧本荘市と由利郡7町（矢島町・岩城町・由利町・西目町・鳥海町・東由利町・大内町）
が合併し、由利本荘市となった。

箇所名

データ等の出典

総合計画との
関連

事業期間

事業の
背景及び
目的

事
業
効
果
の
要
因
変
化
及
び
発
現
状
況

事業費
内訳内容
（千円）
及び
要因変化

目標
達成率



（　　　　　　　地区）

　特になし

　②指摘事項への対応

２．所管課の自己評価

評価結果

　　　○Ａ　　（妥当性が高い）　　●Ｂ　　（概ね妥当である）　　○Ｃ　　（妥当性が低い）　

３．評価結果の同種事業への反映状況等（対応方針）

４．公共事業評価専門委員会意見

○総合評価の判定基準

総合評価

　アンケート調査において、周辺住民の満足度を明確には判断できなかった。

　各評価点において評価が概ね高く、土砂災害を未然に防止し、住民の生命・財産を保全する上で有効
な事業であるため、概ね妥当であると評価できる。

　事業実施前の設計及び調査段階での現場の把握や、実施・詳細設計における適切な事業費の把握に努め、コスト縮減に関して
も積極的な取り組みをし、効率的な事業執行を図る。

○Ａ

●Ｂ

○Ｃ

●Ａ

○Ｂ

○Ｃ

　②コスト縮減の状況
　　　○Ａ　縮減率20%以上　○Ｂ　縮減率20%未満　○Ｃ　縮減なし

総合評価

効率性

有効性

　「あきた２１総合計画」第３期計画において、「災害に強い県土づくりと危機管理体制の充実」の施策として位置づ
けられている。

　特になし

　①満足度を把握した対象　●　受益者　○　一般県民　　（時期：平成２２年　　９月）
　②満足度把握の方法
　　　●　アンケート調査　○　各種委員会及び審議会　　○　ヒアリング　○　インターネット
　　　○　その他の方法　（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　③満足度の状況

上位計画での
位置付け

関連プロ
ジェクト等

前回評価
結果等

観点

総合評価の区分 判　　定　　基　　準

全ての観点の評価結果が「Ａ」判定の場合

住民満足度等
の状況
（事業終了後）

　②事業の効果
　　　○Ａ　達成率100%以上　●Ｂ　達成率80%以上100%未満　○Ｃ　達成率80%未満

B

　当該事業は、計画どおりに進捗したが、県の土砂災害危険箇所整備率の達成率が
98％となっている。

　①事業の経済性の妥当性
　　　●Ａ　　　　　○Ｂ　　　　　○Ｃ

　　　　　　●選定または継続　　　○改善　　　○見直し　　　○保留又は中止
　①指摘事項

評価の内容（特記事項）

　①住民満足度の状況
　　　○Ａ　　　　　○Ｂ　　　　　●Ｃ

　アンケート調査の結果「地域の安全・安心」、「有効性」、「景観」等の項目について、回収票からは満足
度の状況を把握することができなかった。

Ｂ　（概ね妥当である）

　費用便益費は1.27となっており、本事業は経済的に妥当である。

県の対応方針を可とする。

「Ａ」判定、「Ｃ」判定以外の場合

Ｃ　（妥当性が低い）   全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合

Ａ　（妥当性が高い）　 


